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研究成果の概要（和文）： 本研究は思春期における子どもの問題行動とこの時期の家族関係との関連を明らか
にし、子どもの問題行動の低さと関連する家族関係の在り方を検討した。
 予備調査により家族関係、ならびに子どもの問題行動を測定する尺度の精緻化を行い、最終的に中学生264名
（男子135名、女子129名）のデータを用いて分析を行った。なお、家族関係の測定は、夫婦間、父子間、母子間
における結びつきと勢力から行い、子どもの問題行動は、内在化問題、外在化問題、対人関係の問題から測定を
行った。
 その結果、家族成員間の結びつきが強く、勢力関係が均衡した家族関係が、子どもの問題行動の低さと関連す
ることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to examine the association of family relation 
and child behavioral problems in adolescence, and to identify family relation related to lower child
 behavioral problems. 
I have refined the scale to measure family relationships and child problem behavior by preliminary 
study. Finally, Participants were 264 junior high school students(135 men and 129 women). the survey
 queried cohesion and power for three dyadic relationships(marital, father-adolescent and 
mother-adolescent). The child behavioral problems was adolescent subjective evaluation of 
externalizing and internalizing problems,interpersonal problems.The result of the survey revealed 
lower child behavior problems were shown for adolescents in a family relation: high cohesion and 
balanced power in all dyads(marital, father-adolescent and mother-adolescent).

研究分野： 臨床心理学
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１．研究開始当初の背景 
家族という集団は、肯定的にも否定的にも

誰もが生涯に渡り経験する集団である。とり
わけ、子どもにとって生活の多くの時間を共
有する家族との関係は、他者と関わりを学び、
社会への適応、健全な発達を促し、情緒的な
安定の基盤を形成する重要な役割を担う。近
年、家族成員間の価値観の多様化や個人化、
さらには核家族化や離婚の増加にみられる
社会変動（石原, 2004）と共に、虐待や家庭
内暴力、不登校やひきこもりなど（池田 , 
2000; 村瀬, 1988）、家族関係と関連する様々
な問題が指摘されて久しい。加えて、子ども
の攻撃性（前島・小口, 2001; 板倉, 2012）や
抑うつ感（西出・夏野, 1997）、非行（小保方・
武藤, 2005）などのメンタルヘルス上の問題
と関連して家族関係の重要性が指摘されて
いる。 
本邦では 1980 年代の家族心理学という学

問分野の確立と共に、個人に起こる様々な問
題を家族との関連において理解、説明する視
点が発展した。臨床心理学的な観点、つまり
家族と子どもの問題との関連についての実
践報告が行われる一方、本邦での家族関係に
ついての実証研究は十分な知見の積み重ね
が得られているとは言い難い。また、家族関
係は、母子関係や父子関係といった一部の関
係や家族の大まかな特徴、そして親の養育態
度や幼少期の否定的体験と子どもが示す現
在の問題との関連などにより検討されてき
た。家族は父親や母親、子どもといった複数
の成員から成り、夫婦関係や父子関係、母子
関係といった様々な関係性が絡み合い成立
している。このような“複雑な家族関係”を
把握する観点として、家族成員個人の特性で
はなく、様々な関係性の組み合わせを捉え、
その相互関係から家族の性質を把握するシ
ス テ ム論的 観 点が重 要 視され て い る
（Hoffman, 1981）。家族を捉える多くの査定
方法が開発される一方（ Grotevant & 
Carlson, 1989）、家族内の複雑な関係を捉え
る上で、回答者の負担が少なく、且つ臨床上
応用可能ないツールの開発、ならびに家族関
係と子どもの相互作用から子どもの問題行
動を捉える検討が課題となる。 

 
２．研究の目的 
（1）思春期の青年は、高校生・大学生に

比べ、家族との関係が密であり、家族関係と
子どもの問題との関連がより顕著に表れる
と考えられる。報告者が進めてきた家族構造
の測定に関する項目をより精緻化させ、児童
にも対応しうる項目を考案する。 
（2）簡易的に子どもの問題行動を捉える

尺度を作成する。児童ならびに思春期初期の
問題行動を捉える尺度を参考に、本研究では
子どもの視点から自身がどのように家族や
問題を捉えているかを重視し、小学校 4 年~
中学校 1 年（概ね 10 歳から記入が可能な）
までを対象とした尺度を作成する。この際、

回答者の負担が少ない項目数、そして問題行
動を把握する上で有効な項目を作成する。 
（３）以上 2 点を踏まえ児童・生徒を対象と
した家族関係、ならびに問題行動を捉える尺
度を精緻化させ、家族関係と子どもの問題行
動との関連を検討することを目的とした。 
 
３．研究の方法 
（1）研究Ⅰ：予備調査 
中学生の家族関係と子どもの問題行動と

の関連を検討するため、質問紙による予備的
調査を実施した。本調査は関東地方の中学生
700 名を対象とした。質問紙は、①家族関係
の測定する項目、②顕在的問題行動を測定す
る項目から構成した。家族関係を捉える尺度
として、野口ら（2009）の家族構造測定尺度
を手掛かりに、中学生を対象とした質問項目
に再検討を行った。その際、中学校教諭（ク
ラス担任・生徒指導担当）4 名に対するイン
タビューを実施し、家族の「結びつき」と「勢
力」を測定する項目を選定した。具体的には、
「結びつき」に関しては、「あなたは、〇と
仲がよい」という項目に、「勢力」に関して
は「あなたは〇の言うことを聞く」という項
目に変更し、より短く簡単なワードにするこ
とで思春期の子どもでも回答しやすいよう
に検討した。顕在的問題行動を測定する項目
は、YSR 日本語版（倉本・上林・中田他, 1999）
といった既存の自記式の質問紙を参考に中
学生でも回答しやすい質問項目内容、また回
答の負担を考慮した項目数に配慮して作成
した。その際、上記した家族関係の質問項目
の検討と同様に、中学校教諭（クラス担任・
生徒指導担当）4 名に対するインタビューを
実施し、日常で生徒の訴えとして多い問題に
関するワードを踏まえ検討をした。その結果、
28 項目の質問項目を作成し、その後、因子分
析により再度項目の精緻化を行った。その結
果、2 因子、11 項目を採択した。第ⅰ因子は、
何かあると自分が悪いと思ってしまうこと
がある、悪いことを考えたりして心配になる
ことがある、完璧でならなければならないと
思うことがあるといった 6項目から構成され
ているため「内在化問題行動」と命名した。
第ⅱ因子は、集中力がないことがある、嘘を
ついたりだましたりすることがある、怒りを
出すことがあるといった 5項目から構成され
ているため「外在化問題行動」と命名した。 
上記①、ならびに②を用いて、質問項目自

体の検討も踏まえ、子どもの問題行動と家族
関係の在り方について検討した。 
 
（2）研究Ⅱ：家族関係の測定 
家族関係を捉える尺度の再検討（大学生を
対象とした予備調査） 

狐塚（2011）、狐塚ら（2007）では、高校
生・大学生といった青年期を対象者としてい
るため、大学生を対象とした質問紙調査を実
施し、既存の項目との関連を検討し、年少の
対象者にも回答可能な項目の作成を意図し



た。具体的には、既存の尺度では、父母間、
父子間、母子間の関係を視覚的にイメージし
やすいように配慮し 3者間を結ぶ逆三角形の
図を用いて 10 件法の点数を記入させるもの
であったが、下位項目である「結びつき」な
らびに「勢力」について中学生にも回答しや
すい項目内容に変更した。項目の作成ついて
は、小学校・中学校教諭 4 名、大学教員 1 名、
大学院生 3 名にて検討し、「結びつき」、なら
びに「勢力」について各 3 項目を作成した。
さらに、大学生 132 名（男性 75 名，女性 57
名）を対象として、既存の査定項目と上記作
成した各 3項目との相関関係を検討するため
質問紙調査を実施した。 
下位項目である「結びつき」については、

お互いの仲の良さや親密さ、連帯感の強さを
表すことを示しそれぞれの関係において「非
常に弱い」～「非常に強い」までの 10 件法
で回答を求めた。さらに、新たに作成した項
目では、「〇と仲が良い」、「〇と何でも話し
合える」，「〇と助け合える」の 3 項目を父母
間、父子間、母子間において「まったくそう
思わない」から「非常にそう思う」までの 4
件法により回答を求めた。「勢力」について
は、誰の誰に対する勢力かを明確にするため、
父母間、父子間、母子間の双方向（計 6 方向）
から影響力、発言力、決定力の強さであるこ
とを示し、それぞれの関係において「非常に
弱い」～「非常に強い」までの 10 件法で回
答を求めた。同時に、新たに作成した項目で
は「〇の言うことに従う」、「何か決めるとき、
〇の意見を参考にする」，「迷ったときに〇が
決める」の 3 項目を父母間、父子間、母子間
双方において「まったくそう思わない」から
「非常にそう思う」の 4 件法により回答を求
めた。 
 
（3）研究Ⅲ：子どもの問題行動と家族関係
の検討 
研究Ⅰ、研究Ⅱを踏まえ、子どもの問題行

動と家族関係の関連について検討した。調査
対象者は、関東地方の中学校に通う中学生
330 名に対し質問紙による調査を行った。こ
れらの回答から欠損値の見られた回答や極
端に偏った回答、母子、父子家庭の回答を除
外した計 264 名（男性 135 名、女性 129 名）
のデータを主たる分析の対象とした。対象者
の平均年齢は、男性 13.84 歳、女性 13.79 歳、
対象者全体は 13.81 歳であった。 
① 質問紙の構成 
家族関係の測定：家族関係は子どもの視点

から査定し「あなたが普段感じている今現在
の関係」として、父母間、父子間、母子間の
「結びつき」、「勢力」を査定した（以下、「家
族構造（現実）」と記載する）。下位項目であ
る「結びつき」については、「〇と仲が良い」、
「〇と何でも話し合える」、「〇と助け合え
る」といったお互いの仲の良さや親密さ、連
帯感の強さを表す 3 項目を用い、「まったく
そう思わない」から「非常にそう思う」まで

の 4 件法により回答を求めた。「勢力」につ
いては、誰の誰に対する勢力かを明確にする
ために、父母間、父子間、母子間の双方向（計
6 方向）から査定を行った。それぞれの関係
において「〇の言うことに従う」、「何か決め
るとき、〇の意見を参考にする」、「迷ったと
きに〇が決める」といった影響力、発言力、
決定力の強さを「まったくそう思わない」か
ら「非常にそう思う」までの 4 件法により回
答を求めた。さらに、「家族構造（現実）」と
同様の質問項目を用いて、「こうだったらい
いなと思う理想的な関係」（以下、「家族構造
（理想）」と記述する）の査定も行った。家
族関係の査定のイメージを図 1 に示す。 

顕在的問題行動の測定：子どもの問題行動に
関する項目を作成するため、中学生用ストレ
ス反応尺度(岡安・嶋田・坂野, 1992)、気分調
査票(福井・熊野・堀江他, 1994) 、日本語版
YSR（倉本・上林・中田他, 1999）を参考に、
さらに現役の小・中学校教員、心理学を専攻
する大学院生 3 名、大学教員１名により項目
を作成、精緻化を行い、子どもの問題行動に
焦点をあてた 27 項目を作成した。なお、こ
れら項目は、抑うつのような内在化する問題、
反社会的な行動、または攻撃性のような外在
化する問題、他者との関わりに関する他者と
の交流（社会性の問題）の３領域を仮定した。
回答は、「まったくそう思わない」から「非
常にそう思う」までの 4 件法を用いた。 
 
研究Ⅳ：家族関係と子ども問題についての事
例検討 
子どもの不登校、引きこもり、学習意欲の

低さ、攻撃性といった主訴に対して行った家
族療法の 4 事例を用い、家族関係の在り方を
質的観点から検討した。これら事例について
は、子どもの問題に対する親の取り組み、家
族が位置するライフサイクル上の課題とス
テージの移行といった観点から検討した。 
 
４．研究成果 
（1）研究Ⅰ：予備調査 
全サンプルにおける夫婦間、父子間、母子

間における家族構造測定尺度の下位尺度得
点（結びつき、勢力）を、Ward 法によるク
ラスタ分析を実施し、5 クラスタに分類した。
その後、家族関係の 5 クラスタを独立変数、
子どもの問題行動（内在化問題行動・外在化
問題行動）を従属変数とした 1 要因の分散分

結びつき

勢力

図１　家族構造の測定
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析を用いて検討した。主な結果として、内在
化問題行動、外在化問題行動どちらにおいて
も、問題行動得点の低い家族関係は、成員間
の結びつきの強さと、子どもと親の勢力が均
衡した特徴が示された。一方、問題行動得点
の高い家族関係の特徴は、父子の結びつきの
弱さと、父親の極端な勢力の強さといった特
徴にみられるように、家族成員間の結びつき
の低さと極端な力関係が特徴として示され
た。この結果は、大学生（狐塚, 2011）なら
びに高校生（狐塚, 2015）を対象とした先行
研究と同様の結果であったが、子どもの問題
行動との関連では、内在化の問題行動に比べ、
外在化の問題行動の方がより強く家族の在
り方と関連していることが示唆された。しか
しながら、家族関係の測定、ならびに子ども
の問題行動を捉える尺度の項目数、因子数、
項目内容の妥当性には更なる検討を必要と
する結果あった。 
 
（2）研究Ⅱ：家族関係の測定 
研究Ⅰの結果から、研究Ⅱでは、家族関係

を査定する項目の検討を行った。相関分析
（Spearman）の結果、「結びつき」において
は、既存の尺度と新たに作成した 3 項目の合
計得点との相関は、.67～.78 であり強い関連
が確認できた。一方、「勢力」では、.31～.61
という中程度から強い相関が確認できた。こ
の結果から、家族関係を捉える項目として、
「結びつき」ならびに「勢力」に関して、父
母間、父子間、母子間の査定に、各 3 項目を
使用する妥当性について検討した。具体的に
は、中学生の家族関係におけるお互いの仲の
良さや親密さ、連帯感の強さを測定する際、
「〇と仲が良い」、「〇と何でも話し合える」、
「〇と助け合える」といった 3 項目を用いる
妥当性が示された。一方、家族成員の影響力、
発言力、決定力の強さを意味する「勢力」に
おいては、「〇の言うことに従う」、「何か決
めるとき、〇の意見を参考にする」、「迷った
ときに〇が決める」といった 3 項目を用いる
妥当性が確認できた。よって研究Ⅲにおける
家族関係の査定で使用した。 
 
（3）研究Ⅲ：子どもの問題行動と家族関係

の検討 
①家族関係の査定について 
家族構造（現実）と家族構造（理想）にお

ける「結びつき」、「勢力」の 2 因子において、
はじめに、父母間、父子間、母子間における
家族構造（現実、理想）の各因子得点の記述
統計量を算出し得点化を行った。次に、父母
間、父子間、母子間における家族構造の各因
子得点の理想から現実を引いた値を「理想と
現実の差異得点」とした。信頼性の基準とし
て各因子の α係数を算出したところ、α＝.72
から.92 という高い信頼性が確認できた。 
② 子どもの顕在的問題行動の査定について 
問題行動の測定項目における因子構造の

検討と得点化を行うため、測定項目（27 項目）

に対して因子分析により検討した。その結果、
固有値及び因子の解釈可能性から 3因子解か
らなる 19 項目を採択し、信頼性の検討を行
ったところ α＝.77 から.90 という高い信頼性
が確認された。第ⅰ因子は，「やる気が起き
ないことがある」「集中力が続かないことが
ある」「気が散りやすいことがある」といっ
た項目が高い負荷量を示し、注意や意識を自
分の内面に向けていると解釈されることか
ら「注意・実行」因子と命名した。第ⅱ因子
は、「怒りがなかなかおさまらないことがあ
る」、「物やほかの人に怒りをぶつけたくなる
ことがある」、「人に意地悪をすることがあ
る」などの項目が高い負荷量を示し、怒りや
攻撃性を自分自身以外に向ける内容から「怒
り・攻撃性」因子と命名した。第ⅲ因子は、
「自分に自信がある」、「積極的になれること
がある」、「自分の意見をはっきり言える」と
いった項目が高い負荷量を示し、他者との関
わり、積極性に関する内容から「自己主張」
因子と命名した。以上の結果から、子どもの
顕在的な問題行動を簡易的に把握する 3因子
19 項目の尺度を作成することができた。 
③ 子どもの顕在的問題行動と家族関係との

関連 
現実の家族関係における「結びつき」、「勢

力」の下位尺度得点（父母間、父子間、母子
間）に対し Ward 法によるクラスタ分析を行
い、テンドログラムを基準に各クラスタに含
まれる被検者数や解釈可能性の観点から 3ク
ラスタを採択した。第一クラスタは、「平均
的結びつき・母親勢力高群」（男子 38 名、女
子 41 名、計 79 名）、第二クラスタは「三者
結びつき高・勢力均衡群」（男子 60 名、女子
60 名、計 120 名）、第 3 クラスタは「三者結
びつき低・勢力不均衡群」（男子 38 名、女子
27 名、計 65 名）であった。また、現実と理
想の家族関係の差異の程度と子どもの問題
行動との関連について検討するため、「結び
つき」、「勢力」の下位尺度得点（父母間、父
子間、母子間）に対し、Ward 法によるクラ
スタ分析を行い、現実と理想の差異の程度に
より解釈可能な 3 クラスタを採択した。 
はじめに、家族構造（現実）の類型を独立

変数、問題行動の下位尺度（注意・実行、怒
り・攻撃性、自己主張）の平均得点を従属変
数とした一元配置分散分析を行ったところ、
家族関係の類型の違いにより、いずれの子ど
もの問題行動得点に有意な差が認められた。
主な結果として、家族成員間の結びつきが強
く、各成員の影響力が均衡した家族の形態が
子どもの問題行動の低さと関連することが
示唆された。一方で、結びつきが低く、勢力
が不均衡な家族の形態はいずれの子どもの
問題行動の得点が高いことが概ね示された。
この結果は、家族関係の在り方と子どもの問
題行動との関連が示されたと共に、思春期の
家族関係の在り方を提示することができた
と考えられる。さらに、現実と理想の差異の
程度と子どもの問題行動との関連について



は、その差異が大きいほど、言い換えれば、
現実と理想の家族関係の程度が離れている
ほど、「怒り・攻撃性」得点が高く、「自己主
張」得点が低いという結果が得られた。 
 
（4）研究Ⅳ：家族関係と子ども問題につい
ての事例検討 

4 事例を用いた質的な検討からは、子ども
の問題で心理的援助を求める家族に対し、単
に家族関係と子どもの問題行動との関連で
得られた、家族成員間の結びつきが強く、各
成員の影響力が均衡した家族の形態に家族
を導く、あるいは、子どもの主観的な観点か
ら理想的な家族関係に近づけるといった単
純な方法をとるだけでは効果的な援助につ
ながらないことが示唆された。具体的には、
その家族が位置するライフサイクルのステ
ージやこれまでの家族が行ってきた子ども
の問題行動に対する取り組み、夫婦間の連携
や協力関係の在り方、子どもの発達に伴う家
族内での役割やルールの変更について着目
し、それぞれの家族の個別性を尊重する視点
の重要性が示唆された。 
最後に、一連の研究を通して、思春期の家

族関係、ならびに子どもの問題行動を捉える
尺度の精緻化を行ったこと、さらには、思春
期における子どもの問題行動の低さと関連
する家族関係の形態を示し、子どもの主観的
観点から現実と理想の家族関係の差異が子
どもの問題行動と関連することを明らかし
たことが本研究の主たる成果である。しかし、
子どもの問題行動と家族関係のモデル化に
ついての検討は不十分であるため、子どもが
呈するさまざまな問題の種別ごとの家族関
係の在り方を踏まえて詳細に明らかにして
いくことが今後の課題となる。 
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